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１．背景 

地震、土砂災害、水害をはじめとする自然災害に対する安全性の向上への社会的要請は、

近年ますます高まってきている。また、戦後の我が国の高度経済成長を支えた河川、道路

等の社会資本は、今後、本格的な維持・更新の時期を迎えようとしているところであり、

老朽化への対応が喫緊の課題となっている。 
 
２．目的 

本プロジェクトでは、Ⅰ．自然災害への迅速な対応、住民等の円滑な避難の支援による

二次災害の防止、早期復旧による損失の低減、Ⅱ．予防保全による維持管理による劣化防

止、コスト縮減、サービス水準の向上、を目標として次の４課題に対する技術開発を行う

ため、国土交通省総合技術開発プロジェクト「社会資本の管理技術の開発」を平成 17 年度

から平成 19 年度までの３年間にわたって、独立行政法人土木研究所及び国土交通省関係部

局と連携して技術開発を実施した。 
・大規模地震発生直後に橋梁の被災度を迅速に把握する技術 
・土砂災害の初期の変動を検知する技術 

 ・構造物の損傷・変状の進行度を計測する技術 
 ・現場で即時に情報取得を可能とする技術 
 
３．課題と成果 

３.１ 大規模地震発生直後に橋梁の被災度を迅速に把握する技術 

 地震時における所管施設の緊急巡回点検では、目視により状況の点検・確認を行ってい

る。このため、施設状況の把握に多大な時間を要するとともに夜間などの施設点検では、

正確な状況把握が困難となっている。 



 本研究では、早期の交通啓開や２次災害による危険

回避を目的として、橋梁（橋脚）の震後点検を迅速化

するとともに目視点検によらない定量的な状況把握を

可能とする地震時橋梁モニタリング技術の開発を行っ

た。 

 具体的には、図-1に示すように橋脚の天端に取り付

けた加速度センサからの固有周期の変化に基づき橋脚

の被災度を判定するシステムを構築した。また、加速

度センサ・マイコンボード・通信装置などを搭載した

インテリジェントセンサを製作するとともに実橋梁における試験設置を通じ、実環境での

運用を考慮した耐候性の向上を図った。 

 

３．２ 土砂災害の初期の変動を検知する技術  

① 新型センサによる斜面崩壊の発生検知 

土砂災害の前兆を検知することは難しく、多くの費用と労力を必要とする。そこで、従

来は過去の降雨量をもとに警戒避難を行ってきているが、切迫性がわかりにくいという問

題がある。本研究では、斜面崩壊を検知することに目的を限定し、安価かつ長期間メンテ

ナンスなしで、急斜面において容易に設置可能な斜面崩壊検知センサを開発した（図-2）。 

② 光ファイバによる斜面崩壊の監視(道路のり面) 

 表層崩壊は崩壊開始から終了まで数時間を要し、また変動量も小さく、崩壊前に地すべ

りのような亀裂を確認することは困難であることから、本研究では、ポイント型センサを

用いて低コストで斜面全体を長期的に計測するため、センサの接続に滑車機構を活用して、

カーボンケーブルにてＶ字型に接続し、一つの移動箇所を複数のセンサに伝達することに

より移動方向まで観測できる手法並びに工法を開発した（図-3）。また、カーボンケーブル

の敷設に当たり、工事用足場台座及びピンによる設置方法を考案した。 

 

 

 

③ 新型光ファイバセンサによる地すべりの発生検知 

 広い範囲での地すべり密集地域において低コストで簡易に監視システムを整備するため、

複数の地すべりを一括して効率的に監視できる計測手法を開発した（図-4）。本手法は OTDR

図-1 橋脚の被災度判定システム

図-2 斜面崩壊検知センサの検証実験 図-3 滑車機構を活用した多点計測手法 
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により検知するもので、屋外試験により光ファイバの路線長約 15km の範囲において 1km 間

隔に設置したセンサ 10 箇所のいずれの箇所においても変位を検知できることを確認した。 

④ 土砂災害情報提供の高度化に関する調査 

開発されたセンサによる情報を、どのように住民に伝えれば効果的か、シミュレーショ

ンすることを目的として、外部情報のインプットに対する住民のレスポンスを関係づける

モデル（サイバネティックモデル（図-5）と称する）を作成し、平成 19 年度に発生した土

砂災害を対象としてその適用性について検証を行った。その結果、モデルの妥当性につい

ては確認ができたものの、実用化に向けては、モデルを構成する要素、例えば外部情報の

得点化などについてさらに検討を要することが確認された。 

 

 

 

３．３ 構造物の損傷・変状の進行度を計測する技術 

① 河川構造物変状検知に関する研究 

 洪水時において、水衝部となる低水護岸の基礎部(根固め) が洗掘され、結果として護岸

本体が崩壊する事例があるが、低水護岸が水中にある場合には、状態の確認は難しい。こ

のため、微弱電波による水中・土中アドホック通信を活用した護岸や護床工等の河川構造

物の流出を検知するためのセンサを開発した（図-6）。開発に当たっては、水路及び現河川

でモニタリング試験を行い、本センサの性能を確認するとともにセンサの満たすべき仕様

（電波の周波数やアンテナの形状等）を明らかにした。 
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図-4 地すべり検知イメージ 図-5 サイバネティックモデル 

図-6 護岸流出検知イメージ 図-7 堤体内水位観測マニュアル(案) 
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② 堰堤変状検知に関する研究 

 河川堤防の変状誘因の一つとして、堤体内水位の上昇が挙げられることから堤体内水位

の状況を適切に把握するため、河川堤防の特性に対応した観測システム、並びに観測機器

の設置位置等を含む観測方法について、主に模型堤防を用いた長期観測により検討した。

河川の現場における一定水準以上の精度を確保した堤体内水位観測の実施を支援するため、

検討結果を「河川堤防における堤体内水位観測マニュアル(案)」（図-7）として取りまとめ

た。 

③ ダム堤体の変状情報取得に関する研究 

 ダム堤体の異常を把握するため様々な計測を

実施しているが、中でも重要な漏水量や揚圧力及

び変形量などはダム堤体内の下部に位置する監

査廊で計測される。地震発生時には臨時点検によ

り地震前後の計測値の比較等により異常の有無

を把握することになっている。この監査廊で計測

している漏水量データ等を効率的に把握できる

よう、ダム天端において計測データの取得が可能

な無線通信技術の重力式コンクリートダムへの

適用性について検討した。 

 複数のダムにおいて実験を行い、数十メートルのコンクリートを透過してデータ伝送が

可能であることを確認した（図-8）。 

④ 道路構造物の損傷・変状進行度を計測する技術に関する研究 

 道路橋の管理実態と技術開発状況を調査した結果から、維持管理の合理化・高度化のた

めに技術開発が期待される分野と方向性の考え方を整理した（図-9）。また、既存の技術の

延長で、道路構造物の損傷・変状進行度をより合理的に計測できる具体のプロトタイプ技

術の提案として、道路照明柱を鋼構造物のケーススタディとして取り上げ、基部のコンク

リート埋設部を対象として点検により適用可能と想定される非破壊検査技術を用いた場合

の腐食欠損の検知への適用可能性を検証した（図-10）。 

自動化

機械化

変状のモニタ
リング

見づらい箇所
の検査技術

異常検知
（アラーム）

多様な情報の

高度活用によ
る差別化

合理化・省力化信頼性の向上

従
来
型
管
理

の
高
度
化

管
理
体
系
の
高
度
化

（
し
く
み
を
か
え
る
）

デジタル化

対応の最適化
（集団検診
→個別診断）

見えない箇所
の検査技術

見えるものを見る
→

診るためのものを
見る

もれなくむら無く
→

無理なく無駄なく
きめ細かく

（カスタマイズ）

情報把握
の

最適化

点検
の

負担軽減

維持管理の高度化・
効率化・適正化

 

 

図-8 ワイヤレス漏水量計 

図-10 道路照明柱の腐食欠損検知 
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図-9 維持管理のニーズ整理 



３．４ 現場で即時に情報取得を可能とする技術 

 社会資本の管理には、完成図書や日々の点検報告書、３．１～３．３で開発した検知・

計測技術による損傷・変状等の検知計測結果などをはじめとした、時々刻々と変化するセ

ンサ値など様々な情報が必要とされる。それらを統一的に可視化し、さらに詳細な情報を

把握したい場合には情報源へのアクセスを可能にすることが必要であると考え、情報メタ

データを空間と時間とをキーにして RSS ベースで統一的に扱う「空間情報連携仕様」を作

成し、その効果を実証するための仕組みとして、電子地図と電子掲示板上に情報の集約・

可視化を行う「空間情報連携共通プラットフォーム」を製作した（図-11）。 
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４．今後の普及・活用方策等 

本プロジェクトの成果を広く活用し普及させるため、実用化段階のものは機器等の仕様、

設置・運用等のガイドラインやマニュアル、ソフトウェアなどを公開し、行政組織による

現場での導入、そして民間企業による優れた製品(安価、長寿命、計測性能向上など)の開

発を促す。 

また、本研究で取り組んだ先進的な要素技術は、他の様々な分野でも役立つ可能性があ

り、学会等において積極的に発表し、利活用を図る。 
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図-11 空間情報連携共通プラットフォーム 


